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令和元年度 中小企業労働事情実態調査結果報告書 

 

◎◎◎◎    調査概要調査概要調査概要調査概要  

 １ 回答事業所数及び常用労働者数 

 （１）回答事業所数及び常用労働者数‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥３ 

 （２）従業員の雇用形態別構成‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥４ 

 

 ２ 経営状況 

 （１）現在の経営状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥６ 

 （２）主要事業の今後の方針‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥７ 

 （３）経営上の障害‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥８ 

 （４）経営上の強み‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥９ 

 

 ３ 労働時間 

 （１）週所定労働時間（残業時間・休憩時間は除く）‥‥‥‥‥‥‥‥‥１０ 

 （２）月平均残業時間（時間外労働・休日労働）‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１０ 

 

 ４ 年次有給休暇           

 （１）年次有給休暇の平均付与日数及び平均取得日数‥‥‥‥‥‥‥‥･･１１ 

 

５ 平成３１年３月新規学卒者の採用と初任給 

 （１）新規学卒者の採用状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥･･１２ 

 （２）平成３１年３月新規学卒者１人当たりの平均初任給額‥‥‥‥‥･･１３ 

 

６ 令和２年３月新規学卒者の採用計画‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１４ 

 

７ 中途採用 

（１）過去３年間の中途採用‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１５ 

 （２）中途採用の理由・職種‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１５ 

 

８ 年次有給休暇の取得義務‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１７ 

 

９ 賃金改定状況 

 （１）賃金改定実施状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１８ 

 （２）賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の内容‥‥‥‥‥‥‥‥１９ 

 （３）賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の決定の際に重視した要素 

‥‥‥‥２０ 

（４）平均昇給額‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２１ 

 

１０ 労働組合の有無‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２１ 
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調 査 の あ ら ま し  

○調査の目的  

  本調査は、中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な中小企業 

労働対策の樹立並びに時宜を得た中央会労働支援方針の策定に資すること 

を目的とする。 

 

○調査の方法  

     全国統一調査票による郵送調査 

 

○調査時点  

     令和元年７月１日 

 

○調査対象  

     ① 調査対象事業所数 ６００事業所（製造業３３０、非製造業２７０） 

     ② 有効回答数    ４８１事業所（製造業２６６、非製造業２１５） 

     ③ 回 答 率      ８０．２％ 

 

○主な調査項目  

     ① 回答事業所数及び常用労働者数 

     ② 経営状況 

     ③ 労働時間 

     ④ 年次有給休暇 

     ⑤  平成３１年３月新規学卒者の採用と初任給 

     ⑥ 令和２年３月新規学卒者の採用計画 

     ⑦  中途採用 

     ⑧ 年次有給休暇の取得義務 

     ⑨ 賃金改定状況 

     ⑩ 労働組合の有無 
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１１１１    回答事業所数及び回答事業所数及び回答事業所数及び回答事業所数及び常用労働者数常用労働者数常用労働者数常用労働者数    

（１）（１）（１）（１）回答事業所数及び回答事業所数及び回答事業所数及び回答事業所数及び常用労働者数常用労働者数常用労働者数常用労働者数    

調査対象６００事業所のうち、４８１事業所（回答率８０．２％）から回答が寄せられ、業種別

の回答事業所の割合は、製造業が２６６事業所（同８０．６％）、非製造業が２１５事業所（同７

９．６％）となっている。 

従業員数規模別の回答事業所の比率は、全体では４８１事業所のうち「１０人未満」規模の事業

所が２４．５％、「１０～２９人」規模が３６．４％、「３０～９９人」規模が３０．８％、「１

００～３００人」規模が８．３％となっている。業種別では、製造業２６６事業所のうち「１０人

未満」規模の事業所が１９．９％、「１０～２９人」規模が３４．６％、「３０～９９人」規模が

３５．３％、「１００～３００人」規模が１０．２％となっている。非製造業２１５事業所では、

「１０人未満」規模の事業所が３０．２％、「１０～２９人」規模が３８．６％、「３０～９９人」

規模が２５．１％、「１００～３００人」規模が６．０％となっている。（図１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答事業所における総従業員数は、１８，０９６人（１事業所あたり平均３７．６人）で、その

内訳は、男性が１２，５９３人、女性が５，５０３人となっている。なお、男女比率は、男性６９．

６％（全国平均７０．０％）、女性３０．４％（全国平均３０．０％）と全国の比率とほぼ同じ割

合となっている。 

業種別の男女の占める割合において、男性従業員の割合が最も多い業種は「運輸業」の９０．３％、

次いで「窯業・土石」の８７．９％、「建設業」の８７．６％となっている。一方、女性従業員数

の割合が多い業種は「繊維工業」の８３．９％が格段に多く、次いで「食料品」の４９．５％、「サ

ービス業」の４４．４％となっている。（表１） 

図図図図１１１１    従業員従業員従業員従業員数数数数規模別回答割規模別回答割規模別回答割規模別回答割

合合合合
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（２）（２）（２）（２）従業員の雇用形態別構成従業員の雇用形態別構成従業員の雇用形態別構成従業員の雇用形態別構成    

本県では「正社員」が８１．３％、「パートタイマー」が９．７％、「派遣社員」が０．８％、

「嘱託・契約社員」が７．０％、「その他」が１．２％となっており、「正社員」は全国平均の７

４．３％より７．０ポイント上回る結果となった。 

業種別の雇用形態別構成比において、正社員の雇用が高かった業種は「化学工業」の９５．３％、

「建設業」の９２．７％となっている。 

また、パートタイマーの雇用が比較的高かった業種は「サービス業」の２５．８％、「食料品」

の２５．２％、「小売業」の１９．１％、「卸売業」の１７．７％となっている。（図２） 

男女別の雇用形態別構成比は、男性は「正社員」が８８．３％と全国平均の８３．９％を４．４

ポイント上回っており、「パートタイマー」は２．７％と全国平均の６．１％を３．４ポイント下

回っている。 

また、女性は「正社員」が６６．０％と全国平均の５３．６％を１２．４ポイントも大きく上回

っており、「パートタイマー」は２５．１％と全国平均の３４．５％を９．４ポイント下回ってい

る。全国平均と比較して、男女ともに「正社員」の割合が高く、「パートタイマー」の割合は低く

なっている。（図３） 

県内事業所における従業員の増減は、男女共に全国平均と比べ「増加」割合が低く、「減少」割

合が高くなっている。（図４） 

 

  

単位：人、( )内は男女比率

 

調査事業所数 回答事業所数 従業員数

６００ ４８１ １８,０９６ １２,５９３ (69.6%) ５,５０３ (30.4%)

３３０ ２６６ １１,５５３ ７,５４４ (65.3%) ４,００９ (34.7%)

　食料品 ４５ ３７ １,４４１ ７２８ (50.5%) ７１３ (49.5%)

　繊維工業 ３４ ３１ １,４０７ ２２７ (16.1%) １,１８０ (83.9%)

　木材・木製品 ４９ ３５ ９５０ ７４４ (78.3%) ２０６ (21.7%)

　印刷・同関連 ３２ ２３ ４８４ ２９６ (61.2%) １８８ (38.8%)

　窯業・土石 ４０ ３４ ６０２ ５２９ (87.9%) ７３ (12.1%)

　化学工業 １１ １１ ５９６ ３７８ (63.4%) ２１８ (36.6%)

　金属、同製品 ５２ ４９ ２,８２７ ２,４３１ (86.0%) ３９６ (14.0%)

　機械器具 ４３ ２７ ２,６７７ １,８３２ (68.4%) ８４５ (31.6%)

　その他の製造業 ２４ １９ ５６９ ３７９ (66.6%) １９０ (33.4%)

２７０ ２１５ ６,５４３ ５,０４９ (77.2%) １,４９４ (22.8%)

　情報通信業 １２ ９ ３９１ ３０７ (78.5%) ８４ (21.5%)

　運輸業 ４４ ３５ １,６８９ １,５７０ (93.0%) １１９ (7.0%)

　建設業 ５９ ４７ １,７５８ １,５４０ (87.6%) ２１８ (12.4%)

　卸売業 ５６ ４３ ９９２ ６７４ (67.9%) ３１８ (32.1%)

　小売業 ３５ ３０ ４０１ ２２９ (57.1%) １７２ (42.9%)

　サービス業 ６４ ５１ １,３１２ ７２９ (55.6%) ５８３ (44.4%)

業　　　種

総　　　数

 製　造　業　計

男　　性 女　　性

非

製

造

業

製

造

業

非 製 造 業　計

表表表表１１１１    回答事業所数及び常用回答事業所数及び常用回答事業所数及び常用回答事業所数及び常用労働者数労働者数労働者数労働者数
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74.374.374.374.3

81.381.381.381.3

68.668.668.668.6

81.781.781.781.7

85.985.985.985.9

86.086.086.086.0

84.784.784.784.7

95.395.395.395.3

87.787.787.787.7

77.977.977.977.9

80.380.380.380.3

85.685.685.685.6

83.683.683.683.6

92.792.792.792.7

74.174.174.174.1

73.173.173.173.1

65.865.865.865.8

15.115.115.115.1

9.79.79.79.7

25.225.225.225.2

10.110.110.110.1

3.83.83.83.8

12.412.412.412.4

3.73.73.73.7

1.31.31.31.3

2.92.92.92.9

9.39.39.39.3

11.511.511.511.5

3.53.53.53.5

4.14.14.14.1

1.31.31.31.3

17.717.717.717.7

19.119.119.119.1

25.825.825.825.8

2.52.52.52.5

0.80.80.80.8

0.50.50.50.5

0.20.20.20.2

0.20.20.20.2

0.30.30.30.3

1.81.81.81.8

2.82.82.82.8

0.90.90.90.9

0.10.10.10.1

0.40.40.40.4

0.00.00.00.0

0.10.10.10.1

5.65.65.65.6

7.07.07.07.0

3.33.33.33.3

8.08.08.08.0

9.09.09.09.0

1.21.21.21.2

9.09.09.09.0

3.03.03.03.0

6.76.76.76.7

9.79.79.79.7

7.27.27.27.2

8.18.18.18.1

11.611.611.611.6

5.55.55.55.5

6.16.16.16.1

4.64.64.64.6

4.14.14.14.1

2.52.52.52.5

1.21.21.21.2

2.82.82.82.8

0.20.20.20.2

0.70.70.70.7

0.20.20.20.2

2.42.42.42.4

0.90.90.90.9

0.40.40.40.4

0.20.20.20.2

2.82.82.82.8

0.60.60.60.6

0.50.50.50.5

1.81.81.81.8

3.13.13.13.1

4.24.24.24.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

秋田県

食料品

繊維工業

木材・木製品

印刷・同関連

窯業・土石

化学工業

金属、同製品

機械器具

その他の製造業

情報通信業

運輸業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

正社員 パートタイマー 派遣社員 嘱託・契約社員 その他

83.9 83.9 83.9 83.9 

88.388.388.388.3

53.653.653.653.6

66.066.066.066.0

6.1 6.1 6.1 6.1 

2.72.72.72.7

34.534.534.534.5

25.125.125.125.1

1.9 1.9 1.9 1.9 

0.70.70.70.7

3.93.93.93.9

1.01.01.01.0

5.9 5.9 5.9 5.9 

7.37.37.37.3

4.84.84.84.8

6.36.36.36.3

2.1 2.1 2.1 2.1 

1.01.01.01.0

3.23.23.23.2

1.61.61.61.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

秋田

全国

秋田

男
性

女
性

正社員 パートタイマー 派遣社員 嘱託・契約社員 その他

図図図図２２２２    業種業種業種業種別別別別雇用形態の雇用形態の雇用形態の雇用形態の構成構成構成構成

図図図図３３３３    男女別男女別男女別男女別雇用形態の構成雇用形態の構成雇用形態の構成雇用形態の構成

製製製製

    

造造造造

    

業業業業

    

非非非非

    

製製製製

    

造造造造

    

業業業業
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18.6 18.6 18.6 18.6 

13.8 13.8 13.8 13.8 
14.7 14.7 14.7 14.7 

13.0 13.0 13.0 13.0 

10.9 10.9 10.9 10.9 

48.6 48.6 48.6 48.6 

50.1 50.1 50.1 50.1 

56.7 56.7 56.7 56.7 
56.0 56.0 56.0 56.0 

54.8 54.8 54.8 54.8 

32.9 32.9 32.9 32.9 

36.1 36.1 36.1 36.1 

28.6 28.6 28.6 28.6 

31.0 31.0 31.0 31.0 

34.5 34.5 34.5 34.5 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

良い 変わらない 悪い

 

 

 

２２２２    経営状況経営状況経営状況経営状況    

（１）現在の経営状況（１）現在の経営状況（１）現在の経営状況（１）現在の経営状況    

  全国では「良い」と回答した事業所が１５．４％（前年１７．８％）と前年を２．４ポイント下回

り、「悪い」が３０．６％（同２６．３％）と前年を４．３ポイント上回る結果となり、全国的に景

況が悪化している。一方、本県では「良い」と回答した事業所が１０．９％（同１３．０％）と前年

を２．１ポイント下回り、「悪い」が３４．５％（同３１．０％）と前年を３．５ポイント上回る結

果となり、２年連続で景況が悪化している。（図５） 

        

        

    

    

  

27.0 27.0 27.0 27.0 

25.8 25.8 25.8 25.8 

22.4 22.4 22.4 22.4 

19.0 19.0 19.0 19.0 

47.3 47.3 47.3 47.3 

45.9 45.9 45.9 45.9 

61.8 61.8 61.8 61.8 

64.8 64.8 64.8 64.8 

25.7 25.7 25.7 25.7 

28.3 28.3 28.3 28.3 

15.8 15.8 15.8 15.8 

16.2 16.2 16.2 16.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

秋田

全国

秋田

男
性

女
性

増加 変わらない 減少

16.6 16.6 16.6 16.6 14.0 14.0 14.0 14.0 
17.0 17.0 17.0 17.0 

17.8 17.8 17.8 17.8 

15.4 15.4 15.4 15.4 

53.0 53.0 53.0 53.0 
54.1 54.1 54.1 54.1 

56.3 56.3 56.3 56.3 56.0 56.0 56.0 56.0 
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図図図図４４４４    従業員の従業員の従業員の従業員の増減増減増減増減

秋田県秋田県秋田県秋田県全国全国全国全国



7 

 

（２）主要事業の今後の方針（２）主要事業の今後の方針（２）主要事業の今後の方針（２）主要事業の今後の方針    

  本県では「現状維持」が６６．１％（前年６５．７％）、次いで「強化拡大」が２７．６％（同２

７．６％）、「縮小」は４．６％（同４．８％）、「廃止」は０．８％（同１．３％）となっている。 

全国平均との比較でみると、「強化拡大」が２．８ポイント下回っており、「現状維持」が２．

７ポイント上回っている。（図６） 
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非製造業 26.6 67.3 4.2 1.4 0.5
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図図図図６６６６    主要事業の主要事業の主要事業の主要事業の今後の方針今後の方針今後の方針今後の方針
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（３）（３）（３）（３）経営上の経営上の経営上の経営上の障害障害障害障害    

経営上の障害を３項目以内で複数選択してもらった結果、本県では「人材不足（質の不足）」が

４９．７％（前年４４．７％）、「販売不振・受注の減少」が３８．４％（同３４．８％）、「労

働力不足（量の不足）」が３６．３％（同３４．６％）の順となっている。全国では「人材不足（質

の不足）」が５２．９％（前年５１．０％）、「労働力不足（量の不足）」が３７．７％（同３９．

３％）の順となり、人材・労働力不足が経営上の障害となっている。 

本県では全国平均と比較して「原材料・仕入品の高騰」、「販売不振・受注の減少」を経営上の

障害となっている割合が高く、特に製造業においては「原材料・仕入品の高騰」が４３．６％と全

国平均の２９．８％を１３．８ポイントも大きく上回っている。（図７） 

 

 

 

 

  

1.0

3.4

5.3

4.3

6.8

9.2

6.3

16.9

30.4

24.2

42.0

33.3

47.8

1.1

1.1

1.1

8.0

10.6

12.1

16.3

15.5

14.8

43.6

31.8

42.4

51.1

1.1

2.1

3.0

6.4

8.9

10.8

11.9

16.1

21.7

35.0

36.3

38.4

49.7

1.3

3.8

3.9

6.0

6.4

10.5

10.4

21.2

21.5

29.8

37.7

31.8

52.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

労働力の過剰

環境規制の強化

ＩＴへの対応

金融・資金繰り難

製品価格（販売価格）の下

落

製品開発力・販売力の不足

納期・単価等の取引条件の

厳しさ

人件費の増大

同業他社との競争激化

原材料・仕入品の高騰

労働力不足（量の不足）

販売不振・受注の減少

人材不足（質の不足）

全全全全 国国国国

秋田県秋田県秋田県秋田県

製造業製造業製造業製造業

非製造業非製造業非製造業非製造業

図図図図７７７７    経営上経営上経営上経営上の障害の障害の障害の障害
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（４）経営上の強み（４）経営上の強み（４）経営上の強み（４）経営上の強み    

経営上の強みを３項目以内で複数選択してもらった結果、本県では「製品の品質・精度の高さ」

が２８．０％（同２９．１％）と最も多く、次いで「顧客への納品・サービスの速さ」が２６．７％

（前年３１．１％）、「製品・サービスの独自性」が２５．６％（同２３．７％）となっている。 

業種別でみると、製造業では「製品の品質・精度の高さ」の４１．９％（前年４６．４％）、非

製造業では「組織の機動力・柔軟性」の２９．５％（同２６．９％）が最も多く、業種により経営

上の強みに違いがみられる。（図８） 

 

 

  

6.8

14.5

15.9

15.9

19.8

26.6

7.2

15.0

29.5

24.2

24.2

10.6

8.5

7.0

7.8

15.1

13.2

9.3

28.7

27.1

17.1

26.7

28.7

41.9

7.7

10.3

11.4

15.5

16.1

17.0

19.1

21.7

22.6

25.6

26.7

28.0

8.0

11.0

14.2

11.1

15.4

17.9

16.5

25.5

23.6

24.6

26.6

24.8

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

製品・サービスの企画力・提案力

営業力・マーケティング力

優秀な仕入先・外注先

企画・製品のブランド力

財務体質の強さ・資金調達力

商品・サービスの質の高さ

生産技術・生産管理能力

技術力・製品開発力

組織の機動力・柔軟性

製品・サービスの独自性

顧客への納品・サービスの速さ

製品の品質・精度の高さ

全全全全 国国国国

秋田県秋田県秋田県秋田県

製造業製造業製造業製造業

非製造業非製造業非製造業非製造業

図図図図８８８８    経営上経営上経営上経営上の強みの強みの強みの強み
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３３３３    労働時間労働時間労働時間労働時間    

（１）週所定労働時間（１）週所定労働時間（１）週所定労働時間（１）週所定労働時間（残業時間（残業時間（残業時間（残業時間・・・・休憩時間休憩時間休憩時間休憩時間はははは除く）除く）除く）除く）    

  本県では「４０時間」の事業所が４５．５％（全国平均４８．６％）と最も多く、次いで、「３８

時間超４０時間未満」が３１．６％（同２７．０％）、「３８時間以下」が１７．９％（同１４．５％）、

「４０時間超４４時間以下」が５．１％（同９．９％）となっている。 

「３８時間以下」と回答した割合が高い業種は「その他の製造業」の４２．１％、「卸売業」の

３２．６％となっている。一方、「４０時間超４４時間以下」は「小売業」で２７．６％となって

いる。（図９） 

    

    

    

（２）月平均残業時間（時間外労働・休日労働）（２）月平均残業時間（時間外労働・休日労働）（２）月平均残業時間（時間外労働・休日労働）（２）月平均残業時間（時間外労働・休日労働）    

本県における従業員１人あたりの月平均残業時間は１０．１時間（前年１０．１時間）で、全国

平均の１２．５時間（同１２．３時間）より２．４時間下回る結果となった。 

業種別にみると、１人あたりの月平均残業時間が最も多いのは「運輸業」の２２．０時間（前年

２３．１時間）となっており、次いで「情報通信」が１７．８時間（同１１．５時間）、「機械器

具」が１５．９時間（同１４．８時間）、「金属・同製品」が１５．４時間（同１４．３時間）と

続いており、「情報通信」の残業時間が前年に比べ６．３時間も急増している。（図１０） 
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４４４４    年次有給休暇年次有給休暇年次有給休暇年次有給休暇    

（１（１（１（１）年次有給休暇の平均付与日数及び平均取得日数）年次有給休暇の平均付与日数及び平均取得日数）年次有給休暇の平均付与日数及び平均取得日数）年次有給休暇の平均付与日数及び平均取得日数    

本県の従業員１人あたりの年次有給休暇の平均付与日数（※１（※１（※１（※１））））は１６．８日（前年１６．９日）で、

全国平均の１５．４日（同１５．７日）より１．４日上回る結果となった。また、従業員１人あたり

の年次有給休暇の平均取得日数は７．８日（同７．８日）となり、前年と同水準となっている。平均

取得率は、本県では１人あたり４８．９％（同４７．６％）となり、全国平均の５２．８％（同５１．

２％）と比べると、３．９ポイント下回る結果となった。 

平均取得率を業種別にみると、「その他の製造業」が５８．２％（前年５１．８％）、「建設業」

が５５．８％（同５１．１％）と共に前年より取得率が増加し、高い水準となっている。一方、「繊

維工業」が３３．６％（同３５．６％）、「卸売業」が３４．３％（同３７．８％）と共に前年より

取得率が減少し、低い水準となっている。（図１１） 

※※※※１１１１    労働基準法では６か月以上継続勤務し、全労働日の８割以上出勤した従業員（パートタイマーを含む。）に対 

し有給休暇を１０日間付与することが定められている。 
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５５５５    平成３１平成３１平成３１平成３１年３月新規学卒者の採用と初任給年３月新規学卒者の採用と初任給年３月新規学卒者の採用と初任給年３月新規学卒者の採用と初任給     

（１）新規学卒者の採用状況（１）新規学卒者の採用状況（１）新規学卒者の採用状況（１）新規学卒者の採用状況    

  本県における平成３１年３月の新規学卒者の採用人数は、２４２名（前年２０８名）と前年よ

り３４名増加しているが、採用予定人数が３１３名（同２６０名）と前年より４７名増加してい

るため、充足率は７７．３％（同８０．０％）と前年より２．７ポイント下回る結果となり、採

用不足の傾向が強くなっている。また、高校生の採用率が７０．７％と全国平均の５１．５％よ

り１９．２ポイント上回っており、大学生の採用率が１６．９％と全国平均の３３．３％より１

６．４ポイント下回っている。 

  学卒別にみると、「高校卒技術系」の充足率が７２．０％（同７７．０％）と前年より５ポイ

ント下回っており、全国の充足率も７１．５％と低水準となっている。（表２） 

 

 

    

    

     ※【 】内は前年実績。 
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【 ３ 】 【 ３ 】 【 １００.０ 】 【 ９４.４ 】

１１ １０ ９０.９ ８５.７

【 ０ 】 【 ０ 】 - 【 ８６.９ 】

１ １ １００.０ ９３.９

【 ０ 】 【 ０ 】 - 【 ８８.８ 】

３４ ２９ ８５.３ ７６.７

【 ２９ 】 【 ２４ 】 【 ８２.８ 】 【 ７７.１ 】

１３ １２ ９２.３ ８３.６

【 １４ 】 【 １３ 】 【 ９２.９ 】 【 ８３.１ 】

３１３ ２４２ ７７.３ ７７.２

【 ２６０ 】 【 ２０８ 】 【 ８０.０ 】 【 ７９.１ 】

事務系

技術系

事務系

技術系

事務系

技術系

事務系

実際の採用人数（人）採用予定人数（人）

充足率 （％）

（全国）

技術系

充足率 （％）

短　大　卒

（含高専）

大　学　卒

合　　　計

高　校　卒

専門学校卒

項 目

学卒別学卒別

項 目

学卒別学卒別別別別

表表表表２２２２    新規学卒者の採用状況新規学卒者の採用状況新規学卒者の採用状況新規学卒者の採用状況
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（２）（２）（２）（２）平成３１平成３１平成３１平成３１年３月新規学卒者１人年３月新規学卒者１人年３月新規学卒者１人年３月新規学卒者１人ああああたりの平均初任給額たりの平均初任給額たりの平均初任給額たりの平均初任給額    

本県における平成３１年３月新規学卒者１人あたりの平均初任給額（令和元年６月支給額）を学

卒別にみると、以下の結果となった。 

 

■ 技術系 

「高校卒」の初任給額は１５２，４６０円（前年１４７，３４６円）で前年より５，１１４円、

「専門学校卒」は１６２，８６７円（同１５５，６２５円）で７，２４２円、「大学卒」は１９

８，９１８円（同１７６，４６３円）で２２，４５５円、それぞれ増加している。（表３－１） 

 

■ 事務系 

      「高校卒」の初任給額は１４６，８６２円（前年１４４，４８０円）で前年より２，３８２円、

「専門学校卒」は１６４，７００円（同１５８，６６７円）で６，０３３円、「大学卒」は１８

６，８０８円（同１８１，９８０円）で４，８２８円、それぞれ増加している。（表３－２） 

 

また、本県における１人あたりの平均初任給は、いずれの学卒においても全国と比べ下回る結果

となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度

H31年度

(全国)

高校卒 141,918 145,708 145,352 147,346 152,460 166,007

専門学校卒 160,079 155,142 156,000 155,625 162,867 179,710

短大卒（含高専） 149,951 161,333 167,425 － 167,352 179,979

大学卒 177,785 189,688 186,847 176,463 198,918 200,063

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 

H31年度

(全国)

高校卒 140,375 141,857 142,585 144,480 146,862 161,243

専門学校卒 163,840 153,050 152,500 158,667 164,700 172,164

短大卒（含高専） 170,000 150,000 148,900 － 164,000 176,849

大学卒 176,100 171,161 178,473 181,980 186,808 198,721

表３表３表３表３----１１１１    技術系技術系技術系技術系新規学卒新規学卒新規学卒新規学卒者１人あたりの者１人あたりの者１人あたりの者１人あたりの平均平均平均平均初任給額初任給額初任給額初任給額

単位：円

表３表３表３表３----２２２２    事務系事務系事務系事務系新規学卒新規学卒新規学卒新規学卒者１人あたりの者１人あたりの者１人あたりの者１人あたりの平均平均平均平均初任給額初任給額初任給額初任給額

単位：円
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27.5%27.5%27.5%27.5%

54.5%54.5%54.5%54.5%

18.0%18.0%18.0%18.0%

非製造業非製造業非製造業非製造業

未定未定未定未定

あるあるあるある

ないないないない

６６６６    令和２令和２令和２令和２年３月新規学卒者の採用計画年３月新規学卒者の採用計画年３月新規学卒者の採用計画年３月新規学卒者の採用計画    

  本県では「採用計画がある」とする事業所は製造業が９２事業所で３４．７％（前年３３．０％）、

非製造業が５８事業所で２７．５％（同２４．９％）となっており、「採用計画がある」の割合が増

加している。（図１２） 

        

    

    

    

令和２年３月の学卒別の新規学卒者採用計画をみると、「高校卒」の採用計画がある事業所が１

３０事業所（前年１１６事業所）と最も多く、次いで、「大学卒」が５７事業所（同４７事業所）、

「専門学校卒」が２４事業所（同２４事業所）、「短大卒（含高専）」が２２事業所（同１１事業

所）の順となっている。 

前年との比較でみると、新規学卒者の採用を計画している事業所数は増加傾向にある。（図１３） 

 

 

  

34.7%34.7%34.7%34.7%

46.4%46.4%46.4%46.4%

18.9%18.9%18.9%18.9%

38 38 38 38 

40 40 40 40 

51 51 51 51 

47 47 47 47 

57 57 57 57 

10 10 10 10 

3 3 3 3 

20 20 20 20 

11 11 11 11 

22 22 22 22 

20 20 20 20 

11 11 11 11 

15 15 15 15 

24 24 24 24 

24 24 24 24 

104 104 104 104 

93 93 93 93 

105 105 105 105 

116 116 116 116 

130 130 130 130 

0 社 50 社 100 社 150 社 200 社 250 社

平成２８年３月

平成２９年３月

平成３０年３月

平成３１年３月

令和２年３月

大 学 卒 短 大 卒（含高専） 専門学校卒 高 校 卒

図図図図１２１２１２１２    令和２令和２令和２令和２年３月年３月年３月年３月卒卒卒卒採用計画採用計画採用計画採用計画

図１３図１３図１３図１３    学卒学卒学卒学卒別の新規学卒者別の新規学卒者別の新規学卒者別の新規学卒者採用計画採用計画採用計画採用計画    

製造業製造業製造業製造業 

未定未定未定未定 

あるあるあるある 

ないないないない 
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７７７７    中途採用中途採用中途採用中途採用    

（１）過去３年間の中途採用（１）過去３年間の中途採用（１）過去３年間の中途採用（１）過去３年間の中途採用    

本県では、過去３年間における中途採用の実績において、製造業の中途採用実績が７３．７％と

非製造業の中途採用実績６７．９％より５．８ポイント上回っている。（図１４） 

 

    

    

    

    

（２）中途採用の理由・職種（２）中途採用の理由・職種（２）中途採用の理由・職種（２）中途採用の理由・職種 

中途採用の理由を複数選択してもらった結果、全国では「退職者・欠員補充のため」が２５．１％、

「業務が繁忙になったため」が２３．３％、「業務を拡大したため」が２２．５％の順になってい

る。本県では「業務を拡大したため」が２０．３％、「業務が繁忙になったため」が２０．０％、

「退職者・欠員補充のため」が１９．１％となっている。 

業種別に中途採用の理由を見ると、製造業は「業務が繁忙になったため」が２２．１％、非製造

業は「業務を拡大したため」が２５．０％で最も多い結果となった。（図１５） 

中途採用の採用職種について複数選択してもらった結果、「現業・生産職」の採用が最も多く、

本県では特に製造業で７４．８％と突出している。（図１６） 

    

69.4 69.4 69.4 69.4 

71.171.171.171.1

73.773.773.773.7

67.967.967.967.9

4.6 4.6 4.6 4.6 

5.75.75.75.7

5.05.05.05.0

6.66.66.66.6

26.0 26.0 26.0 26.0 

23.223.223.223.2

21.421.421.421.4

25.525.525.525.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

秋田

製造業

非製造業

行った行った行った行った 行ったが採用に行ったが採用に行ったが採用に行ったが採用に

至らなかった至らなかった至らなかった至らなかった

行わなかった行わなかった行わなかった行わなかった

図１４図１４図１４図１４    過去３年間の過去３年間の過去３年間の過去３年間の中途採用中途採用中途採用中途採用    
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20.3 

1.0 
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25.1 

23.3 

22.5 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

その他

女性活躍を推進するため

経験豊富な人材を求めるため

即戦力を確保したいため

新卒者の採用が困難なため

技術等をもった人材を確保する

ため

障害者雇用を促進するため

人員構成のバランスをとるため

働き方改革の影響で人員補充が

必要となったため

退職者・欠員補充のため

業務が繁忙になったため

業務を拡大したため

全国全国全国全国

秋田秋田秋田秋田

製造業製造業製造業製造業

非製造業非製造業非製造業非製造業

3.2

21.5

34.8

25.9

28.5

16.5

3.4
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17.0

19.9

74.8

4.9

3.3

18.7

24.7

22.5
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5.4

24.0
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27.8

54.4
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管理職
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技術・研究職

現業・生産職

その他

全国

秋田県

製造業

非製造業

図１５図１５図１５図１５    中途採用の理由中途採用の理由中途採用の理由中途採用の理由    

図１６図１６図１６図１６    中途採用の中途採用の中途採用の中途採用の職種職種職種職種    
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８８８８    年次有給休暇の取得義務年次有給休暇の取得義務年次有給休暇の取得義務年次有給休暇の取得義務    

本県では「知っていた」が９４．５％であり、全国平均の８６．４％を８．１ポイント上回って

いる。（図１７） 

また、年次有給の取得義務への対応を複数選択してもらった結果、本県では「取得計画表を作成

する」が３０．６％、全国では「計画的付与制度（計画年休）を活用する」が２８．２％で最も多

い結果となった。（図１８） 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

  

86.4 %86.4 %86.4 %86.4 %

94.5 %94.5 %94.5 %94.5 %
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製造業製造業製造業製造業
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図１７図１７図１７図１７    年次有給の年次有給の年次有給の年次有給の取得義務取得義務取得義務取得義務    

図１８図１８図１８図１８    年次有給の取得義務への年次有給の取得義務への年次有給の取得義務への年次有給の取得義務への対応対応対応対応    
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９９９９    賃金改定状況賃金改定状況賃金改定状況賃金改定状況    

（１）賃金改定実施状況（１）賃金改定実施状況（１）賃金改定実施状況（１）賃金改定実施状況    

  平成３１年１月１日から令和元年７月１日（調査時点）までの賃金の改定状況をみると、賃金を「引

上げた」と回答した事業所は５１．７％（前年５０．１％）と前年より１．６ポイント、全国平均の

５０．７％（同４９．６％）と比較しても１．０ポイント上回っており、増加傾向にある。また、「７

月以降に引上げる予定」は１１．７％（同７．５％）と前年より４．２ポイント増加した。一方、賃

金改定について「今年は実施しない」と回答した事業所は１８．４％（同２１．３％）と前年より２．

９ポイント減少しており、賃金改定を実施する事業所の割合が増加している。（図１９） 

    

    

    

また、業種別にみると、賃金を「引上げた」とする事業所が製造業では５４．０％（前年５１．

０％）と前年より３．０ポイント増加した。一方、非製造業では「引上げた」が４８．８％（前年

４９．１％）と前年より０．３ポイント減少する結果となり、非製造業よりも製造業において賃金

を引上げる傾向が強くなっている。（図２０） 
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図図図図１９１９１９１９    賃金改定賃金改定賃金改定賃金改定実施実施実施実施推移推移推移推移状況状況状況状況（平成（平成（平成（平成２２２２７７７７年度年度年度年度～３～３～３～３１１１１年度年度年度年度））））    
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（２）賃金改定（（２）賃金改定（（２）賃金改定（（２）賃金改定（引上げ引上げ引上げ引上げ・・・・７月以降引上げ７月以降引上げ７月以降引上げ７月以降引上げ予定）の予定）の予定）の予定）の内容内容内容内容    

（１）の問いで「引上げた」または「７月以降に引上げる予定」と回答のあった事業所を対象に、

賃金改定の内容を複数選択してもらった結果、本県では「定期昇給」が５４．２％（全国５６．３％）

で最も多くなっている。次いで「基本給の引上げ」が３９．２％（同３３．９％）、「ベースアッ

プ」が１６．９％（同１６．６％）となった。製造業、非製造業ともに、賃金改定の際に「定期昇

給」や「基本給の引上げ」を実施する割合が高くなっている。（図２１） 
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図図図図２０２０２０２０    賃金改定賃金改定賃金改定賃金改定実施状況実施状況実施状況実施状況（業種（業種（業種（業種別別別別））））    

図２１図２１図２１図２１    賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の内容賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の内容賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の内容賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の内容    
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（３）賃金改定（３）賃金改定（３）賃金改定（３）賃金改定（引上げ（引上げ（引上げ（引上げ・・・・７月以降引上げ７月以降引上げ７月以降引上げ７月以降引上げ予定予定予定予定））））の決定の決定の決定の決定の際にの際にの際にの際に重視した重視した重視した重視した要素要素要素要素    

（１）の問いで「引上げた」または「７月以降に引上げる予定」と回答のあった事業所を対象に、

賃金改定決定の際に重視した要素を複数選択してもらった結果、本県では「企業の業績」が５９．

７％（全国６０．８％）で最も多かった。次いで「労働者の確保・定着」が５４．８％（同５９．

２％）、「労使関係の安定」が２３．７％（同２１．３％）の順となっている。製造業、非製造業

ともに、賃金改定の決定の際に「企業の業績」や「労働者の確保・定着」を重視する割合が高くな

っている。（図２２） 
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図２２図２２図２２図２２    賃金改定賃金改定賃金改定賃金改定（引上げ（引上げ（引上げ（引上げ・・・・７月以降引上げ７月以降引上げ７月以降引上げ７月以降引上げ予定予定予定予定））））の決定の決定の決定の決定の際にの際にの際にの際に    

重視した重視した重視した重視した要素要素要素要素    
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１００～３００人

ある ない

（４（４（４（４）平均昇給額）平均昇給額）平均昇給額）平均昇給額    

  本県における一人あたりの平均昇給額をみると、５，０６３円（前年５，６６４円）と前年に比べ

て６０１円減少しており、３年ぶりに減少する結果となった。（図２３） 

 

 

    

    

    

１０１０１０１０    労働組合の有無労働組合の有無労働組合の有無労働組合の有無    

本県では、回答事業所のうち労働組合を組織している事業所は１１．４％（前年１１．０％）、

全国の６．７％より４．７ポイント上回っている。業種別にみると、製造業が１３．９％（同１３．

０％）、非製造業が８．４％（同８．７％）であり、製造業が非製造業よりも５．５ポイント上回

っている。 

また、従業員数規模別にみると、規模が大きな事業所ほど、労働組合の組織率が高くなっている。

（図２４） 
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図２４図２４図２４図２４    労働組合の有無労働組合の有無労働組合の有無労働組合の有無    

業種別業種別業種別業種別    
従業員数規模別従業員数規模別従業員数規模別従業員数規模別    

 

図２３図２３図２３図２３    一人あたりの一人あたりの一人あたりの一人あたりの平均昇給額の平均昇給額の平均昇給額の平均昇給額の推移推移推移推移    


